
 

   大和市住民投票条例 

（目的） 

第１条 この条例は、大和市自治基本条例（平成１６年大和市条例第１６号。以下「自治基本条

例」という。）第３１条第６項の規定に基づき、住民投票の実施に関し必要な事項を定めるこ

とにより、住民の意思を市政に反映し、もって自治の進展に資することを目的とする。 

（市政に係る重要事項） 

第２条 自治基本条例第３０条第１項及び第３１条第１項から第３項までに規定する市政に係

る重要事項は、市全体に重大な影響を及ぼす事案であって、住民に直接その意思を問う必要が

あると認められるものとする。 

（請求及び投票の資格） 

第３条 自治基本条例第３１条第１項の規定による住民投票の実施の請求（以下「住民請求」と

いう。）をすることができる本市に住所を有する年齢満１６年以上の者及び同条第５項の規定

により住民投票の投票権を有する本市に住所を有する年齢満１６年以上の者（以下「投票資格

者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者であって、第７条に規定する投票資格者

名簿に登録されている者とする。 

(1) 年齢満１６年以上の日本国籍を有する者で、引き続き３月以上本市に住所を有する者（そ

の者に係る本市の住民票が作成された日（他の市町村から本市に住所を移した者で住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第２２条の規定により届出をしたものについては、

当該届出をした日）から引き続き３月以上本市の住民基本台帳に記録されている者に限

る。） 

(2) 年齢満１６年以上の定住外国人で、引き続き３月以上本市に住所を有する者（その者に

係る本市の住民票が作成された日（他の市町村から本市に住所を移した者で住民基本台帳

法第 22条の規定により届出をしたものについては、当該届出をした日）から引き続き 3月

以上本市の住民基本台帳に記録されている者に限る。） 

２ 前項第２号に規定する定住外国人とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第２の上欄の永住者の在

留資格をもって在留する者 

(2) 出入国管理及び難民認定法別表第２の上欄に掲げる在留資格をもって在留する者（前号

に掲げる者を除く。）であって、引き続き３年を超えて日本に住所を有するもの 

(3) 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平



 

成３年法律第７１号）に定める特別永住者 

（請求又は発議における設問の形式等） 

第４条 住民請求、自治基本条例第３１条第２項の規定による請求（以下「議会請求」という。）

及び同条第３項の規定による発議（以下「市長発議」という。）による住民投票に係る事案は、

二者択一で賛否を問う形式のものとし、かつ、住民が容易に内容を理解できるような設問とし

て請求又は発議されたものでなければならない。ただし、市長が必要と認めたときは、事案に

より、３以上の選択肢から一つを選択する形式によることができる。 

（住民投票の執行） 

第５条 住民投票は、市長が執行するものとする。 

２ 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規定に基づき、その権限

に属する住民投票の管理及び執行に関する事務を大和市選挙管理委員会（以下「選挙管理委員

会」という。）に委任するものとする。 

（要旨の公表等） 

第６条 市長は、住民請求若しくは議会請求があったとき又は市長発議をしたときは、直ちにそ

の要旨を公表するとともに、選挙管理委員会にその旨を通知しなければならない。 

（投票資格者名簿の調製等） 

第７条 選挙管理委員会は、投票資格者の名簿（以下「投票資格者名簿」という。）を調製し、

保管しなければならない。 

２ 投票資格者名簿は、永久に据え置くものとし、かつ、それぞれの住民投票を通じて１の名簿

とする。 

（投票資格者名簿への登録） 

第８条 選挙管理委員会は、毎年１０月１日現在により、投票資格者名簿に登録される資格を有

する者を同月２日に投票資格者名簿に登録しなければならない。ただし、１０月１日から同月

７日までの間に住民投票を行う場合その他選挙管理委員会が特に必要があると認める場合に

は、登録の日を変更することができる。 

２ 選挙管理委員会は、住民投票を行う場合においては、第１０条第２項の規定による告示の日

の前日（年齢については、当該住民投票の期日）現在により、投票資格者名簿に登録される資

格を有する者を当該告示の日の前日に投票資格者名簿に登録しなければならない。 

３ 選挙管理委員会は、第１０条第３項の規定により住民投票の期日を変更したときは、同条第

４項の規定による告示の日の前日（年齢については、当該変更後の住民投票の期日）現在によ



 

り、投票資格者名簿に登録される資格を有する者を当該告示の日の前日に投票資格者名簿に登

録しなければならない。 

（住民投票の請求に必要な署名数の告示） 

第９条 選挙管理委員会は、前条各項の規定により投票資格者名簿の登録を行ったときは、直ち

に当該投票資格者名簿に登録されている者の総数の３分の１の数を告示しなければならない。 

（投票日） 

第１０条 選挙管理委員会は、第６条の規定による通知があった日から起算して９０日を超えな

い範囲内において住民投票の期日（以下「投票日」という。）を定める。 

２ 選挙管理委員会は、前項の規定により投票日を定めたときは、当該投票日を当該投票日の２

０日前までに告示しなければならない。 

３ 選挙管理委員会は、第１項の規定により定めた投票日に衆議院議員若しくは参議院議員の選

挙、神奈川県の議会の議員若しくは長の選挙又は本市の議会の議員若しくは長の選挙が行われ

るときその他選挙管理委員会が特に必要があると認めるときは、当該投票日を変更することが

できる。 

４ 選挙管理委員会は、前項の規定により投票日を変更したときは、変更後の投票日を変更理由

を付して速やかに告示しなければならない。 

（投票所等） 

第１１条 投票所及び第１５条に規定する期日前投票の投票所（次項において「期日前投票所」

という。）は、選挙管理委員会の指定した場所に設ける。 

２ 選挙管理委員会は、投票日の５日前までに投票所を、前条第２項及び第４項の規定による告

示の日に期日前投票所をそれぞれ告示しなければならない。 

（投票することができない者） 

第１２条 次に掲げる者は、住民投票の投票をすることができない。 

(1) 投票資格者名簿に登録されていない者 

(2) 投票資格者名簿に登録された者であっても投票日の当日（第１５条の規定による投票に

あっては、投票しようとする日）に第３条第１項各号の規定に該当しない者 

（投票の方法） 

第１３条 住民投票は、１人１票の投票とし、秘密投票とする。 

２ 住民投票の投票を行う投票資格者（以下「投票人」という。）は、投票用紙の選択肢から一

つを選択し、所定の欄に自ら○の記号を記載しなければならない。 



 

３ 前項の規定にかかわらず、身体の故障その他の理由により、自ら投票用紙に○の記号を記載

することができない投票人は、規則で定めるところにより代理投票をすることができる。 

（投票所においての投票） 

第１４条 投票人は、投票日の当日、自ら投票所に行き、投票資格者名簿の抄本の対照を経て、

投票をしなければならない。 

（期日前投票等） 

第１５条 規則で定める投票人は、前条の規定にかかわらず、規則で定めるところにより期日前

投票又は不在者投票を行うことができる。 

（無効投票） 

第１６条 次に掲げる投票は、無効とする。 

(1) 所定の用紙を用いないもの 

(2) ○の記号以外の事項を記載したもの 

(3) ○の記号のほか、他事を記載したもの 

(4) ○の記号を投票用紙の複数の欄に記載したもの 

(5) ○の記号を投票用紙のいずれの選択肢の欄に記載したのか判別し難いもの 

(6) 白紙投票 

（情報の提供） 

第１７条 市長は、住民投票を実施する際には、当該住民投票に関し必要な情報を広報その他適

当な方法により提供しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による情報の提供に際しては、事案についての選択肢を公平に扱わなけ

ればならない。 

（投票運動） 

第１８条 住民投票に関する投票運動は、買収、脅迫等投票資格者の自由な意思が拘束され、若

しくは不当に干渉され、又は市民の平穏な生活環境が侵害されるものであってはならない。 

（投票結果の告示等） 

第１９条 選挙管理委員会は、住民投票の結果が確定したときは、直ちにこれを告示するととも

に、当該告示の内容を市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、住民請求に係る住民投票について、前項の規定による報告があったときは、その内

容を直ちに当該住民請求に係る代表者に通知しなければならない。 

３ 市長は、議会請求に係る住民投票について、第１項の規定による報告があったときは、その



 

内容を直ちに市議会議長に通知しなければならない。 

（再請求等の制限期間） 

第２０条 この条例による住民投票が実施された場合は、その結果が告示されてから２年が経過

するまでの間は、同一の事案又は当該事案と同旨の事案について住民請求、議会請求及び市長

発議を行うことはできない。 

（投票及び開票） 

第２１条 前条までに定めるもののほか、住民投票の投票及び開票に関し必要な事項については、

規則で定めるところによるもののほか、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）、公職選挙

法施行令（昭和２５年政令第８９号）及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号）

の規定により行われる地方公共団体の議会の議員又は長の選挙の例による。 

（委任） 

第２２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第３条第１項第２号の規定による定住外国人に係る投票資格者名簿への登録の申請の手続

は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に第１条の規定による改正前の大和市住民投票条例第３条第１項第

２号に該当する者については、第１条の規定による改正後の大和市住民投票条例（以下「新条

例」という。）第３条第１項第２号の規定にかかわらず、同号に該当するものとみなす。 

３ 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により本市の住民基本台帳に記録されて

いる新条例第３条第１項第２号に規定する年齢満１６年以上の定住外国人（前項に規定する者

を除く。）であって、出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍

を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する法律（平成２１年法律第７９

号）第４条の規定による廃止前の外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）第４条第１項の



 

規定による本市の外国人登録原票への登録の日（同法第８条第１項の申請に基づく同条第６項

の居住地変更の登録を受けた場合には、当該申請の日）から引き続き３月以上経過しているも

のについては、新条例第３条第１項第２号の規定にかかわらず、同号に該当するものとみなす。 


